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Ⅰ． 会社の現況に関する事項 

 

１．事業の経過及び成果 

放送は、インターネット、ＰＣ、スマートフォンなどとのメディアコンプレック 

スの時代を迎えました。そして、ハイブリッドキャストやさらなる高精細映像サー

ビスへの新たな展開も動き出しています。 

こうした中『ＭＴ３か年経営計画』の２年度目にあたる平成２５年度において、

ＭＴでは経営計画に掲げた３つの経営方針「成熟」「成長」「充実」を基に、２５

年度事業計画を着実に実施し、事業活動を積極的に進めてきました。 

特に、２５年度事業計画に盛り込まれた重点事項である「本部及び地方の委託拡

大」「放送・通信連携サービスや高精細映像関連の促進」「ファイルベース化の拡

大」「事務系システム統合に向けたシステム構築」などには、力を入れてきました。

ＮＨＫは、公共放送機能強化やスーパーハイビジョンなど新たなメディアの促進に

向けたパワーシフトを図る中で、業務委託の拡大を進めています。それによりＭＴ

では、受託する業務量が増加し、それへの確実な対応を行ってきました。また、ス

ーパーハイビジョンやハイブリッドキャストなど、先進技術を活用した新たな分野

への取り組みは、ＮＨＫとＭＴが一緒になって先導してきました。ＮＨＫが進める

ＢＣＰ対策である「大阪局の報道情報系システム強化整備」についても開発・整備

フェーズ段階からＭＴでは積極的にかかわり、責任を持って運用業務を担えるよう

２６年度運用開始に向けて準備を進めてきています。 

このように、ＭＴでは、委託業務を通じて公共放送ＮＨＫの一翼を担い、放送技

術力と情報システム技術力を活かしてＮＨＫグループ経営に貢献し、自主事業の開

発・拡充による新たな分野での先導性や創造性を発揮するべく業務に取り組みまし

た。 

 

以上の事業活動の結果、平成２５年度の売上高総額は、312 億 1,256 万円（前期

比 14 億 2,302 万円、4.8％の増）となりました。 

以下に、事業活動の状況をご報告いたします。 
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（１）送出・制作技術関連事業 

① 送出技術部門 

送出技術部門の基幹業務である国内および国際放送の制作・送出業務に 

ついては、マルチスキル化を図り効率的な要員運用を行うとともに専門技 

術力と運用ノウハウを活かして安定した送出を行いました。 

２５年度は、「ウィンブルドンテニス」「ソチ冬季オリンピック」など 

のイベント対応の他、新放送システムのカットオーバーに伴うファイルベ

ースステーション、保存提供業務、Ｄ５完プロファイル化など複数のファ

イルベース関連業務の立ち上げと、ＣＵスタジオやテープ管理業務におけ

る業務フローの変更などに迅速的確に対応して確実な業務対応を行いまし

た。 

また、番組系ファイルベース設備整備の支援業務をＮＨＫ技術局、ＣＵ 

５５６スタジオ更新工事の支援業務をＮＨＫ放送技術局制作技術センター 

から自主業務として請負い、委託業務以外の業務についても着実に実施し 

ました。 

   以上の結果、売上高は 25 億 1,398 万円（前期比△4,577 万円△1.8％の 

減）となりました。 

 

② 制作技術部門 

２５年度の制作技術部門の業務量は過去最大の規模となりましたが、本 

部・支社・事業所が連携して効率的な要員運用を行い安定かつ確実な対応 

を行いました。 

被災地復興に大きく貢献し、社会現象を巻き起こしたドラマ「あまちゃ 

ん」、女性をターゲットにした「第二楽章」「ガラスの家」、若手視聴者 

層や参加型視聴の拡大を睨んで企画された「ＡＫＢ４８ＳＨＯＷ」や「ク 

イズ１００人力」など様々な番組制作に現場の創意と工夫を凝らして取組 

みました。 

スポーツ・中継制作では「ソチ冬季オリンピック・パラリンピック」放送 

対応で国内制作を中心にＮＨＫへの業務支援を行い安定送出に貢献しました。 

新サービス関連にも精力的に取り組み、「双方向クイズ・天下統一」で日 
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本初のハイブリッドキャスト連動双方向番組制作の一翼を担うとともに、４

Ｋ超高精細映像制作におけるプリプロからポスプロ・ＶＦＸまでのワークフ

ローを確立し、正月時代劇「桜ほうさら」、「ポール・マッカートニー公演

ライブ収録」、「明治神宮境内平原綾香奉納演奏」などの自主番組制作の受

注に繋げました。 

さらに、ビックデータを可視化するインフォグラフィックスＣＧ業務の拡 

大や簡易な俯瞰撮影を可能にしたマルチコプターの導入など、顧客の要請に

的確に応え、番組の質を高める努力を継続的に行ってきています。 

この結果、売上高は91億2,752万円（前期比4億8,867万円、5.7％の増）と 

なりました。 

 

③ 外部請負部門等 

放送大学学園から施工管理業務を受注し２４年度から進めてきたファイ 

ルベース番組送出システムの整備が今年度９月に無事完了し、順調に運用 

されています。 

以上の結果、売上高は6億7,040万円（前期比3,771万円、6.0％の増）と

なりました。 

 

（２）コンテンツ、デジタル技術関連事業 

① コンテンツ制作・デジタル技術開発部門 

３Ｄ業務については、「のど自慢」、「瀬戸内国際芸術祭」、「高知よ 

さこい」「裸眼３Ｄコンテンツ制作」など実施しましたが、３Ｄ事業の展 

開は制作会社、放送局、各メーカーなどの撤退に伴い苦戦を強いられまし

た。 

４Ｋ業務では、早期に設備を導入した成果が表れコンテンツ制作、技術

業務など順調に売り上げを確保しています。またＮＨＫ、ＮＨＫグループ 

     以外にも積極的に営業活動を行い、各メーカー４Ｋ展示ソフト制作、４Ｋ 

中継、４Ｋソフトレンタルなど新たな４Ｋ事業の展開を図りました。 

ＪＡＸＡより「イベント中継」業務、ＣＧ、ＶＦＸでは「インフォグラフ 

ィックス」業務、ドラマ「かすていら」業務に携わり高い評価を得ました。 
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ＮＨＫスペシャル「震災ビッグデータ」などのＣＧ制作にも携わっています。 

また「東日本大震災の記録」も昨年に引き続き実施し、震災からの復興過 

程を含めて被災地を継続的に記録して、防災・減災に寄与しています。 

     デジタル技術開発業務では、平成２５年３月１３日にＮＨＫ国際競争入札 

で「スポーツ番組用ファイルベース編集・送出システムの更新整備」を受注 

しました。本システムは、ＧＴＶ、ＢＳのスポーツ番組の収録から編集・送 

出・アーカイブまでを担うシステムであります。平成２５年４月から詳細設 

計、１１月から本格的な整備工事、及びシステムテストを実施しました。平 

成２６年３月２４日付でＮＨＫに納入し、３月３１日に運用を開始しました。 

ＷＥＢサイト開発関連では、デジタルアーカイブス・サービス（ＤＡＳ） 

「東日本大震災アーカイブス」「映像マップ みちしる」ＷＥＢサイトのスマ 

ートフォン対応改修、特集制作、コンテンツの定期更新など、運用・保守業 

務を実施しました。ＮＨＫグループ関連では、ＮＨＫエンタープライズから

受注した「データー放送コンテンツ開発」と「アジアミュージックネットワ

ーク」ＷＥＢサイトのスマートフォン対応改修を実施しました。ＮＨＫエデ

ュケーショナルのデジタル基盤システムの技術支援と運用業務を引き続き実

施しました。 

ＮＨＫオンデマンド運用技術業務関連では、原盤制作設備の更新に伴い、

当初からシステムの詳細設計に加わり、これまでの業務フローを踏襲しつつ

運用性向上に努め、円滑な運用とカットオーバーを支援しました。 

    ＮＨＫインターナショナルから受注した「ボツワナ共和国デジタル放送 

活用教育システム」の業務を実施しました。 

以上の結果、売上高は26億6,341万円(前期比4億1,340万円、18.4％の増)と 

なりました。 

 

   ② 資材販売部門 

         テープ資材販売では、昨年度末にＨＤＤ－５テープの生産終了に伴い売 

   上は大きく減収になりました。ファイルベース化が進んでいるＮＨＫ業務の

円滑な推進に寄与できるようＬＴＯ、ブリッジメディア、ｉ－ＶＤＲなどメ

ディア販売も実施しました。 
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以上の結果、売上高は 1億 9,143 万円（前期比△2億 1,555 万円、△

53.0％の減）となりました。 

 

（３）情報システム事業 

① ＮＨＫ関係システム開発・設備整備業務 

放送システムでは、２３年度に着手した映像ファイルベースシステム、 

次期アーカイブスシステム対応の大規模開発が完了し、８月に本番運用を 

開始しました。また、新準完システム整備に伴う開発では、３月に本番移 

行を行い、新年度番組からの運用を開始しました。ＩＣＩＳ提案制作系サ 

ーバの更新に向けては、改修方法の調査と分析を行い、２６年度以降の開 

発を進めていきます。 

営業システムでは、昨年度の還元策対応に引き続き、平成２６年度の消 

費税率改定に伴う受信料額改定の開発に計画的に取り組みました。昨年度 

と異なり、極めて短期間のカットオーバー作業で正確な請求額登録を行う 

ため、補完ツールの改修強化を行うなど、万全な準備を整えました。受信 

機管理システムとＮＨＫネットクラブについては、基盤機器等の老朽化更 

新に向け入念な準備を行い、高品質なサービス提供を維持しながら、円滑 

な移行作業を完遂しました。 

事務システムでは、システム基盤の老朽化対応と機能・性能を確保する 

ため、２５年５月にＳＭａＲＴシステムのハードウェア更新およびバージ 

ョンアップを行い、基盤再構築を実施しました。また、ＮＨＫグループの 

効率的な経営に資するため、３か年に亘る事務系システム統合の開発に取 

り組み、２５年１０月に第１段階として総務人事系の統合運用を開始し、 

２６年４月稼動の株式会社経理系機能の開発を完了しました。その他、Ｎ 

ＨＫにおける消費税率変更対応やＮＨＫ健保・共済会システムなどの開発 

を実施しました。 

参議院選挙インターネット開票速報サイトは､視聴者重視インフォグラフ 

ィックの模範と評価されました。国際調達(一般競争)「本部・さいたま局 

インターネットニュース制作設備整備」を落札しました。ハイブリッド用 

スクロールニュースを開発、地震・津波・一般の各速報に対応しました。 

鳥の鳴き声蓄積・共有システム等、革新的システムの開発や展示会出展、 

セミナー実施など、事業発展の基礎を築きました。 



6 
 

「放送局画像伝送装置」整備では、指定された現地での結合試験を実施し、 

より丁寧に完成度を確認後、各局への納品を完了しました。 

放送技術研究所の基幹系サーバについては、仮想化統合作業を行いました。

また、在宅勤務用のリモートアクセスシステム導入支援を行いました。 

以上の結果、売上高は 83 億 1,265 万円（前期比 14 億 3,648 万円、20.9％ 

    の増）となりました。 

 

② ＮＨＫ関係システム運用業務 

砧ＩＴ運用センターでは、ＮＨＫとＭＴで構成する情報システム安全運 

行推進会議を中心に、基幹系情報システムの安定運用に取り組みました。

また、放送系ホストコンピュータＯＳバージョンアップなどの設備整備や 

関連団体事務統合の運用開始に向けた準備に的確に対応するとともに、情 

報システム局と連携し、クラウドサービスの導入に向けた基盤構築に精力 

的に取り組みました。 

渋谷ＩＴフロアでは、イントラ基幹ネットワーク設備とＮＨＫメール設 

備の更新並びにインターネット等のＢＣＰ設備構築を支援するとともに、 

統合認証システムの更新、統合ＩＰ網のエッジスイッチ更新などに対応し 

ました。この他、参議院選挙の開票速報やソチオリンピックでは、関係部 

署と密接に連携して安全・確実に運用対応をしました。また、情報セキュ 

リティマネージメントシステム（ＩＳＭＳ）の遵守・定着を推進し、セキ 

ュリティを一層強化しました。 

選挙システムでは、参議院選等以外に、急遽実施された「都知事選挙」と 

     もに、各部署と緊密な連携を図り安定運行を行いました。ＮＣサーバシス 

テムの本格稼動が開始され、新たにＳＳＥ(サーバシステムエンジニア)を 

配置し、ＮＣの安定運用に貢献しました。また、報道局の報道情報業務委 

託も、新たに受注しました。 

大阪局への報道系ＢＣＰ設備では、所期のスケジュールどおりに整備を 

進め、中核メンバー２名を大阪へ異動させ、２６年度４月からの運用開始 

に備えました。 

以上の結果、売上高は 14 億 7,380 万円（前期比△7億 7,383 万円、△ 

34.4％の減）となりました。 
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③ ＮＨＫグループ会社の業務 

事務システム統合関連では、ＮＨＫエンタープライズ（ＮＥＰ）やＮＨＫ 

エデュケーショナル（ＮＥＤ）以外に日本国際放送やＮＨＫプロモーション、 

ＮＨＫビジネスクリエイト（ＮＢＣ）からも受注しました。また、並行して、 

安価な関連団体ネットワークへの刷新を行い、関連団体各社の経費負担の軽 

減に貢献しました。 

ＮＥＰとＮＥＤの開発・運用及び設備整備では、従来の業務に加え、ＮＥ 

Ｄの商品管理システム刷新及び本社移転対応などの新たな大規模案件を受注 

しました。 

ＮＢＣとは、第６・第７共同ビルへＩＣカード化による入退室管理システ 

ムを導入し、また、放送技術研究所ではＩＣカード化や監視カメラの増強に 

よるセキュリティ強化を支援しました。 

以上の結果、売上高は 8億 5,534 万円（前期比 1億 9,381 万円、29.3％ 

の増となりました。 

 

④ ＮＨＫグループ以外の業務 

携帯メール一斉配信サービス（KinQ.jp）は、着実に契約数を増やし、売 

上を伸ばしました。ＪＲＨＡ（社団法人日本競走馬協会）のセレクトセール 

業務では計画通り受注しましたが、システム開発の受注がなく、売上が減少 

いたしました。 

以上の結果、売上高は 1億 2,212 万円（前期比△58 万円、△0.5％の減） 

となりました。 

 

（４）支社事業 

平成１７年度に開始した地方放送局の技術業務受託は、２５年度の神戸事業 

所、和歌山事業所、奈良事業所、大津事業所、北九州事業所の５事業所の広域 

局委託拡大を含め、３７の放送局で１５２名分となりました。平成２５年度は 

地域事業所に、ＮＨＫへの逆出向５人を含めて１４人のプロパー社員を配置し 

ました。これにより平成２２年度から始まった２７事業所でのプロパー社員置 

き換えは２５年度で３４人が完了しました。（２２年度以降１０年間で８１名 

のプロパー社員置き換えを予定） 



8 
 

２６年度 は、ＮＨＫへの逆出向５人を含めて１４人を配置する予定であり、 

即戦力として対応できるよう、３月から約４か月に亘って育成研修を実施し 

ています。拠点局、広域局の４２人分の受託拡大は２５年度に７支社、５広 

域局で１６人分の委託拡大を実施しました。２６年度は、残りの２６人分の 

受託拡大が予定されており、確実に受託できるよう、要員の確保に努めてい 

ます。また、２７年度地域社員制度導入に向けた取り組みも高専訪問をはじ 

め、採用、面接準備など関係各部と連携して着実に対応を進めています。 

また、新規事業として関西支社、中部支社（４月）を皮切りに九州支社（９ 

月）東北支社（１２月）で拠点局ニュース生字幕の受託を開始しました。 

関西支社では、新たな情報システム受託業務ＢＣＰの受け入れ準備を行い、 

２６年度４月からの運用開始に備えました。 

７支社と長野事業所で地方局制作のドラマ番組制作に参加、地方のドラマ制 

作に貢献しました。また、全国発信のすこやか長寿、囲碁将棋、ＢＳ日本の歌、 

大相撲、高校野球など情報番組から、教養、芸能番組、スポーツ番組に至るま 

で数多くの番組制作を担当しました。更にローカル番組の制作、送出や地震、 

事件の緊急報道等の技術業務を着実に遂行し、安定運用に努めました。 

以上の結果、売上高は 52 億 8,185 万円（前期比△1億 1,131 万円、△2.1％の

減）となりました。 

 

（５）設備投資の状況 

高まる超高精細映像関連業務の需要に対応するため、４Ｋカメラの追加や４ 

Ｋ光伝送装置を整備するとともに、８Ｋ機材に関してもカメラから録画再生装 

置、ディスプレーまで一式を整備しました。また、ＮＨＫのファイルベース運 

用の本格化に合わせて、編集室やＭＡ室用のＸＤＣＡＭデッキ整備、ファイル 

変換装置の整備、ノンリニア編集機の更新により、ファイルベース化への対応 

を図りました。これらに要した投資額は、7億 766 万円となります。 

 

２．今後の対処すべき課題 

平成２６年度はＭＴが創立３０周年を迎える区切りの年です。 

 当社の担う役割は、ＮＨＫの委託拡大への対応をはじめ、４Ｋ・８Ｋ関連業務 



9 
 

への対応、ファイルベース化の拡大、放送・通信連携サービスの拡充など、ます 

ます大きくなっていきます。 

   委託拡大に関しては、地域社員制度の導入や逆出向の活用など様々な施策を盛 

り込みながら、確実かつ効果的に対応して、公共放送ＮＨＫの使命達成の一翼を 

担い続けていきます。 

 ４Ｋに関しては、プリプロからポスプロまで一貫して対応できる設備とこれま 

で培った技術力やノウハウを活用して、ますます高まる需要や期待に確実に応え 

ていきます。８Ｋに関しても、コンテンツ制作やビジネス展開などに積極的に参 

画し実用化・普及を後押ししていきます。 

  放送と通信を連携させた技術分野に関しては、双方の技術を併せ持つ当社の強 

みを活かし、ハイブリッドキャストやインターネット、モバイル端末、デジタル 

サイネージなど様々な分野へソフト・ハード両面にわたって更なる事業展開を図 

っていきます。 

  ３０周年を機に、「いい仕事をしよう」を合言葉に、顧客満足度の向上を大き

なテーマに掲げて業務を推進するとともに、時代の変化に柔軟に対応し、新たな

技術開発やサービス開拓にもチャレンジすることで、ＭＴの業績を向上させ、Ｎ 

ＨＫグループ経営にも貢献していきたいと考えています。 

 

３．資金調達の状況 

   当期における資金調達状況は、以下のとおりです。 

金融機関からの短期借入金 

   借入額    200,000 千円 

   返済額    200,000 千円 

 

４．事業譲渡・吸収分割又は新設分割の状況 

   該当事項はございません。 

 

５．他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得の状況 

   該当事項はございません。 

 



10 
 

６．財産及び損益の状況の推移 

                          (単位 千円) 

    

第 27 期 第 28 期 第 29 期 第 30 期 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

売上高 27,055,102 27,017,620 29,789,538 31,212,566

営業利益 877,463 885,521 1,225,624 1,537,348

経常利益 999,266 1,021,396 1,383,758 1,655,758

当期純利益 546,787 447,936 852,787 960,294

1 株当たり (円) (円) (円) (円)

当期純利益 75,795 62,092 118,212 133,115

総資産 15,885,511 16,669,354 17,977,227 18,795,970

純資産 9,535,366 9,597,305 10,260,608 10,778,861

1 株当たり (円) (円) (円) (円)

純資産 1,321,786 1,330,372 1,422,318 1,494,158

 

７．主な事業内容 

（１） 委託による放送番組の制作に係る技術業務 

（２） 放送番組等の制作技術に係る研究開発の業務 

（３） 制作技術に係る映像・音声・照明機器、装置および中継車、スタジオ、

編集室､映写室の賃貸の業務 

（４） 制作技術に係る映像・音声・照明機器、資材、装置の企画、設計、製

作および販売の業務 

（５） 日本放送協会の業務に係わるコンピューターシステムに関する情報処

理の業務 

（６） コンピューターおよび情報通信サービスに係わるシステムおよび関連

機器の開発、整備、販売および運用､保守の業務 

（７） コンピューターおよび情報通信サービスに係わるソフト､プログラムの

開発、整備、販売および運用、保守の業務 

（８） コンピューターおよび情報通信サービスに係わる各種データ処理業務

や調査・研究、情報の提供､コンサルタント、教育訓練の業務 



11 
 

（９） 前各号に関連する一切の業務 

 

８．主要な事業所  

事業所 

本社           東京都渋谷区神山町 4-14 

第三共同ビル 3Ｆ他 

ＭＴテクノビル富ヶ谷     東京都渋谷区富ヶ谷 1-12-15 

関西支社         大阪府大阪市中央区常盤町 1-3-8 

               中央大通ＦＮビル 16Ｆ 

中部支社         愛知県名古屋市東区東桜 1-13-3 

               ＮＨＫ名古屋放送センタービル 10Ｆ 

中国支社         広島県広島市中区大手町 2-11-10 

               ＮＨＫ広島放送センタービル 11Ｆ 

九州支社         福岡県福岡市中央区六本松 1-1-10 

                ＮＨＫ福岡放送センタービル 5Ｆ 

東北支社         宮城県仙台市青葉区錦町 1-10-11 

                新平和ビル 2Ｆ 

北海道支社        北海道札幌市中央区大通西 1-1 

                ＮＨＫ札幌放送局内 

四国支社         愛媛県松山市堀ノ内 5 

                ＮＨＫ松山放送局内 

                             

９．従業員の状況  

  従業員数 前年比 平均年齢 

男 子  1,017 人  11 人増 45.4 才

女 子   99 人    2 人減 35.5 才

合 計  1,116 人  9 人増 44.5 才
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１０．重要な親会社の状況 

当社の親会社は日本放送協会であり、当社株式 5,089 株を保有しており、これは

当社の議決権比率の 70.54％に当ります。 

 

１１．主要な借入先 

借 入 先 短期借入金 

(株)みずほ銀行 100,000 千円 

 

Ⅱ. 会社の株式に関する事項 

１．発行可能株式の総数       8,000 株 

２．発行済株式の総数        7,216 株（自己株式２株含む） 

３．当期末株主数          12 名 

４．株主の状況 

    株  主  名 
当社への出資状況 当社の株主への出資状況

所有株式数 議決権比率 所有株式数 出資比率

 日本放送協会 5,089 株 70 .54 % ─ 株 ─ %

 (株)ＮＨＫエンタープライズ 473  6 . 56 178   3 . 02

 (株)ＮＨＫアイテック 356  4 . 93 24,000   4 . 00

 (株)ＮＨＫグローバルメディアサービス 294  4 . 08 294   4 . 92

 (株)みずほ銀行 233  3 . 23 ─   ─ 

 (株)ＮＨＫエデュケーショナル 220  3 . 05 90   4 . 50

 (株)三井住友銀行 180  2 . 50 ─   ─ 

 (株)ＮＨＫアート 162  2 . 25 10,000   2 . 58

 (株)三菱東京ＵＦＪ銀行 68  0 . 94 ─   ─ 

 (株）ＮＨＫ出版 62  0 . 86 ─   ─ 

 (株)ＮＨＫ文化センター 62  0 . 86 20,000     5 .00

 ＮＨＫ営業サービス（株） 15  0 . 21 90   3 . 13

上記表に自己株式２株は含まれておりません。 
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Ⅲ. 会社役員に関する事項 

１．会社における地位 

会社における地位または主な担当 氏 名 

代表取締役社長  児野 昭彦

専務取締役 担当 情報システム本部（本部長）（ＩＴ企画部） 

経営戦略統括  

萬 政俊 

常務取締役 担当 経営企画室（室長） 

（総務・人事部〔人事・人材育成〕、経理部）  

吉中 昭夫 

常務取締役 担当 放送技術本部（本部長）（事業推進部） 西海 成市

取締役 担当 情報システム本部 

   （インターネット・メディアセンター長、 

    システム技術部） 

岡田 定晴

取締役 担当 支社（統括）（支社事業推進部） 

放送技術本部（送出技術部）         
高柳 照夫

取締役 担当 情報システム本部（営業システム部、 

事務システム部） 

畑中 富雄

取締役 建設業経営業務管理責任者 榊原 俊彦

取締役(非常勤) ＮＨＫ情報システム局長 小林 和正

取締役(非常勤) ＮＨＫ放送技術局長 松本 睦雄

取締役(非常勤) ＮＨＫ営業局長 松原 洋一

取締役(非常勤) (株)ＮＨＫエンタープライズ 取締役 茂手木秀樹

監査役(非常勤） ＮＨＫ関連事業局 専任部長 長谷波一史

（注）代表取締役社長西山博一、専務取締役出口忠夫、取締役瓜林裕治、取締役（非常勤）

梅田智志、亀村哲郎および監査役（非常勤）西村昌一は、平成 25 年 6 月 19 日をも

って退任いたしました。 

 

２．取締役及び監査役の兼務の状況の明細 

区  分 氏  名 兼務する他の会社名 兼務の内容 

常務取締役 西海 成市 （株）千代田ビデオ 非常勤取締役 

取 締 役 高柳 照夫 （株）ネオテック 非常勤監査役 

常務取締役 吉中 昭夫 NHK Cosmomedia America,Inc. 非常勤取締役 

常務取締役 西海 成市  （株）エクサート松崎 非常勤取締役 

 

３．取締役及び監査役に支払った報酬等の額 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の内容は以下の通

りです。 
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    対象者          支給人員 報酬の額 

    取締役          11 名 11,111 万円 

    監査役              報酬無し 

    合 計          11 名   

 

（注１）上記人員数には、当期中に退任した常勤取締役 3 名が含まれています。 

（注２）事業年度の現在の人員数は、取締役 12 名､監査役 1名でありますが、うち 

取締役４名、監査役１名は無報酬であり、上記人員数には含まれて おりま 

せん。 

（注３）平成 16 年 6 月 15 日の株主総会決議により取締役の報酬限度は、年額２億円 

    と定められております。 

 

４．業務の適正を確保するための体制 

  平成 25 年 9 月 18 日第 188 回取締役会において、会社法 362 条 4 項 6 号に定め

る株式会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）に関する

以下の項目につき、決議いたしました。 

 

１．取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること 

を確保するための体制 

（１）当社は役員・社員を含めた行動規範として、「ＭＴ倫理・行動ガイドライ

ン」を定め、その遵守を図る。 

   また、コンプライアンスを確保するため、代表取締役社長を推進委員長とす

る「リスクマネジメント委員会」を設置し、全社的に法令順守が確保される体

制をとる。 

   社員のコンプライアンスの徹底を図るため、「通報窓口」などを社内に効果

的に周知し、適宜、法令等の遵守状況をモニタリングする。 

（２）取締役会については、「株式会社ＮＨＫメディアテクノロジー取締役会規

程」が定められ、その適切な運営を確保し、定例で開催するほか、必要に応じ

て随時開催し、取締役間の意思疎通を図るとともに相互に業務執行を監督し、

法令・定款違反行為を未然に防止する。 
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   万一、取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は、直ちに

監査役および取締役会に報告するなどして、その徹底を図る。 

（３）同様に、社長、常勤役員で構成する役員会については「役員会運営要領」、

執行役員については「執行役員制度規程」を遵守し、職務執行の法令・定款へ

の適合を確保する。 

   また、監査役は、取締役の職務執行、経営機能に対する監督強化を図る。 

（４）コンプライアンス関連の研修、社内イントラネット等による啓発などによる

意識づけに努め、全社的な法令遵守の一層の推進を図るとともに、取締役の職

務執行の透明性を確保する。 

 

２．取締役および執行役員の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体

制 

（１）「文書管理規程」の整備によって、資料等の扱いを明文化し、取締役および

執行役員の職務の執行に係わる情報の保存および管理に適正を期す。 

（２）「株主総会議事録」「取締役会議事録」「役員会議事録」については、「文

書管理規程」に基づいて適切かつ確実に保存・保管し、「役員会議事録」につ

いては、取締役および監査役が常に閲覧可能な状態に置く。 

 

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

（１）当社は、当社の業務に係わるリスクとして、投資的リスク、下請法等法令違

反につながるリスク、企業機密への不正アクセス・漏洩等情報セキュリティ的

リスクなどを認識し、信用調査、対応マニュアル等を整備する。また、公共放

送グループの一員として、公金の扱いについては特に厳正を期し、万が一にも

社会的な指弾をうけることのないように注意を払う。 

（２）リスク管理統括責任者を代表取締役社長とし、リスク管理体制の整備・運用

にあたる。 

（３）危機管理と予防的管理についての体制を充実させ、研修等を含め、損失の危

険の管理について全社的な認識向上を図る。 
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４．取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制 

（１）職務分掌に関する諸規定を定め、取締役、執行役員および各部門の所管と権

限を明確にし、経営に関する意思決定及び職務執行を効率的かつ適正に行なう。 

（２）重要な意思決定については、役員会などにより多面的に検討し、慎重に決定

する仕組みを設ける。 

（３）中期経営計画およびそれを受けた年度事業計画を策定し、事業ごとの目標値

を設定し、業績を把握し、適宜見直しを行う。 

（４）さらに効率的に職務を執行するために、内部統制との関係を考慮しつつ、案

件に応じた職務権限の委譲を検討する。 

 

５．会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制 

（１）当社の親会社にあたるＮＨＫの子会社等の事業が適切に行なわれることを目

的として、「関連団体運営基準」により、事業運営およびこれに対するＮＨＫ

の指導・監督等に関する基本的事項が定められており、当社も該当している。 

（２）ＮＨＫは、「関連団体運営基準」に関する事項およびＮＨＫが指定する事項

について、監査法人等に委嘱して関連団体の業務監査を実施し、監査法人等の

報告に基づき、関連団体に対し必要な指導監督を行なっており、当社も該当し

ている。 

（３）ＮＨＫの監査委員会が当社に対し営業の報告を求め、または業務および財産

の状況を調査する場合には、当社は、適切な対応を行なう。 

（４）ＮＨＫは、全国民の基盤に立つ公共放送の機関として、不偏不党の立場を守

って、放送による言論と表現の自由を確保し、豊かで良質の放送を行なうこと

を目的とした法人である。 

   また、放送法により、ＮＨＫに対する公共的規制は国民の代表である国会を

中心として行なわれ、毎年度の予算・事業計画は国会での承認を要している。 

   ＮＨＫには、経営方針その他その業務の運営に関する重要事項を決定する権

限と責任を有する経営委員会が設置され、会長等による業務の執行と監督の機

能とが明確に分離され、適正なガバナンスが確保されており、業務の実施にあ
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たっては、「ＮＨＫ倫理・行動憲章」の策定、「ＮＨＫ“約束”評価委員会」

の設置、「通報・相談窓口」の整備などにより、適正が確保されていると理解

している。 

 

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（１）監査役からの求めがあった場合には、監査役の職務を補助すべき使用人とし

て、当社社員から監査役補助者を任命する。 

   監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等については、監査役の同意を

得た上で、取締役会が決定する。 

（２）監査役の職務を補助する部を経営企画室とする。 

（３）監査役補助者（経営企画室員）は、当社業務を兼務することができるが、監

査役より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関して、取締役、

経営企画室長の指揮命令を受けない。 

 

７．取締役、執行役員および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役

への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行なわれることを確保す

るための体制 

（１）役員または社員は、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影

響を及ぼす事項の内容を、監査役にその都度報告する。 

（２）監査役は、いつでも必要に応じて、役員および社員に対して報告を求めるこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 


